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新潟焼山における活動報告 

 

【活動概要】 

○新潟焼山火山防災講演会において、杉本委員による「噴火災害の教訓と日頃の取組」、

横山氏による「新燃岳噴火における対応とその教訓」と題した２つの講話を実施。

噴火災害がどういったものか、噴火時の対応や収束後の様々な取組について実例を

もとに紹介いただいた。（講演時間：杉本委員 70 分、横山氏 70 分、質疑応答 10 分）。 

 

§1 講演概要（エキスパート・杉本委員） 

■雲仙岳と火山災害 

【雲仙普賢岳について】 
・雲仙普賢岳が位置している島原半島は南北
に引っ張られており、中央部には地溝帯が
存在する。 

・雲仙火山は、その地溝帯にできた火山で、
島原半島の大部分を占める。 

【有史後の雲仙の火山災害】 
・歴史に残るものでは３回の噴火がある。
1663 年（寛文三年）の噴火、その 129 年後
の 1792 年（寛政四年）の噴火、さらに 198
年後の 1990 年～1995 年（平成２～７年）の
噴火である。 

・次の噴火の時期は、現在の技術ではわからないが、噴火はいつか起こるだろう。 
【1663 年の噴火】 
・山頂近くの九十九島火口から噴火し、溶岩流
が１km 程度流れ下った。その噴火自体は
人々の生活に影響を与えなかったが、翌年に
噴火口が池のようになり、噴火口が崩れて土
石流が発生し、30 余名が亡くなった。 

 
【1792 年の噴火】 
・山頂付近の地獄跡火口から噴火し、北東山
腹から約２km程度溶岩が流れた。この時も、
噴火自体による被害はなかったが、噴火の
最終段階で、大きな地震が発生し山体崩壊
を起こした。この山体崩壊は島原の城下町
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を埋め、さらにその土砂が有明海に流れ込み、津波が発生した。 
・島原は山体崩壊で約１万人の犠牲者が出る大変な事態になったが、対岸の肥後
（熊本県）も山体崩壊の余波で発生した津波で約５千人の犠牲者が出ている。こ
れにより「島原大変肥後迷惑」という言葉が残されている。 

 
■1990-1995 年噴火の推移と対応 
【噴火開始以前】 
・1988 年 11 月、雲仙岳の西側の橘湾の地下
深部で地震が発生し始め、翌 89 年７月から
は震源が山頂部に向かって移動してきて、
火山性微動が検知された。 

・気象庁も観測強化を行ったものの、噴火す
るか、確実性がなく、時期の予測については
確信がなかった。 

【噴火直後】 
・1990 年 11 月に地獄跡火口・九十九島火口
から噴煙が上がった。198 年ぶりの噴火であ
ったため、市民の中には山火事として通報
していた者もいた。現場を確認し、噴火と認識した後は、小浜町、長崎県、環境
庁、小浜警察署、雲仙観光協会で普賢岳火山活動警戒連絡会議を設け、観光地で
ある仁田峠（観光地に登る道路）に通じる有料道路（仁田峠循環道）の全面通行
禁止と仁田峠以上の入山の禁止を決定した。 

・翌年２月 12 日に、別の火口から噴火が始まり、火山灰を噴出した。 
【知らされなかった噴火予知】 
・長崎県島原地区幹部研修会で、噴火の可能性
を指摘されていたが、地域住民の混乱や観光
への悪影響を考慮し、外部への漏洩無きよう
に強く要請されていた。そのため、島原市に
は伝えられておらず、町長は「噴火は寝耳に
水だった」と発言。幸い噴火開始は未明だっ
たため、死傷者は出なかった。なお、小浜町
役場（現雲仙市）には内密に事前通知してい
た。 

【報道機関との信頼関係】 
・噴火の記事が熊本日日新聞で出された。 
・担当した記者は、火山について専門的に理解しており、また雲仙火山の啓発特集
記事を計画するなど、熱心に取材していた実績もあったことから、太田一也九州
大学島原地震火山観測所所長と信頼関係が
築かれていた。そのため、住民のパニックを
起こすような記事を書くおそれがなかった
ことから、噴火予知情報が提供されていた。 

・メディアは平常時から火山専門家との間に
信頼関係を築いておくことが重要であり、こ
のことは行政機関も同様である。 

【大規模避難計画】 
・島原市では眉山の崩壊を想定した大規模避
難計画の策定に取り組んでいたが、それは、
人口４万５千人(当時)のうち２万６千人の
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住民を対象としった隣接市町村へバス１千台で輸送する、もしくは海上保安庁の
巡視船を使って隣接市町村に避難させる計画であった。しかし、計画を策定した
ものの、観光客が減ることを市は懸念し、市民には公表されなかった。 

・最終的には、計画をかなり縮小し、眉山山頂から半径３km 以内に住む１万４千
人を市内の避難所に避難させる計画を立て、３月に避難訓練を実施した。 

【1991 年５月 15 日の土石流の対応】 
・眉山崩壊の対応の中、山腹に堆積した火山
灰によって土石流が発生した。発生翌日の
新聞には、「住民、防災体制に不安募る」「避
難勧告は警報装置作動後 42 分後」と大き
く報道された。 

・５月 15 日１時 48 分にワイヤーセンサー
が切断され、まず無線で島原振興局総務課
当直室に連絡が入り、そこから島原市と深
江町へ電話連絡された。しかし（当日降っ
ていた）時間雨量 16.5 ミリ程度の雨で土
石流が発生するとは予想せず、倒木や動物
など土石流以外の要因を疑い、現場を確認しに行った。そこで初めて土石流の発
生を確認し、広報車、消防車などで避難勧告を行った。勧告が出されたのはワイ
ヤーセンサー切断の 42 分後で、川の近くの住民の大半が親戚宅や知人宅、公民
館等の高台に避難した後であった。なお、このときは上流に近い地域にのみ避難
を呼びかけたが、実際は海岸近くまで土石流は及んでいた。 

・以上のような経験から、上流の地域だけでなく、下流の地域にも避難を呼びかけ
る必要があること、ワイヤーセンサーの切断で、土石流の発生が確認できること
が分かった。しかし、当時は防災無線がなく、広報車か消防車で直接避難を呼び
かける体制であったため、市では避難に時間がかかり過ぎることが問題視されて
いた。 

【1991 年５月 19 日の土石流対応】 
・1991 年５月 19 日、再び土石流が発生した。10 時過ぎに雨脚が強まり、消防署員
46 人、消防団員 103 人、島原市職員 120 人、深江町職員 76 人が出動し、住民の
避難誘導などにあたった。当日は13時20分に上大野木場地域に避難勧告を出し、
その後 13 時 39 分にワイヤーセンサーが切断された。４分後の 13 時 43 分には水
無川流域に避難勧告が出された。 

【火砕流の脅威】 
・土石流への対応に追われている間に、火
砕流の脅威が迫っていた。 

・当時、溶岩が噴水のように噴出するとの
イメージが強かった。このため溶岩ドーム
が噴火現象だとは思えなかった。また当時
私たちは、火砕流という現象を全く知らな
かった。 

・1991 年５月 24 日に火砕流が発生してい
たが、パニックになることを恐れて、火山
噴火予知連絡会、九州大学島原地震火山観
測所、気象庁の担当者の間で公表するか否
かの議論が行われていた。最終的には臨時火山情報において、火砕流の発生が発
表されることになった。 
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・５月 26 日、水無川上流にある砂防ダムの
工事現場で作業員２名が火砕流に巻き込
まれた。作業員のうち１名が両腕に火傷を
負ったが、「腕まくりをしていたために火
傷をした」と報道された。つまり「腕まく
りをしていなければ大丈夫」と解釈され、
「濡れタオルを口にあててさえいれば大
丈夫らしい」という誤解された情報が広ま
っていった。今思えば、雲仙岳からの最初
の警告だったが、しっかりと受け取ること
が出来なかった。 

・また、この時期、火砕流の衝撃的な写真を撮るために、多くの報道陣が、定点と
呼ばれる場所に詰め掛けていた。火砕流に
よる避難勧告が出されていたにも関わら
ず、市民もその中にいた。そのような状況
下で大火砕流が発生した。 

・６月３日 16 時 03 分に大火砕流が発生し
消防団員、警察官、タクシー運転手、報道
関係者、火山研究者、一般人の計 43 名が
亡くなった。  

【火砕流と土石流に対する危険性の認知度】 
・1991 年８月のアンケート調査では、６月
３日の火砕流発生前は、土石流の方が危険
だと思っている人が多数であった。 

・また、６月３日以前は、火砕流という言葉
自体を知らない人や火砕流の危険性を識
している人が多く、火砕流を危険と思って
いる人は２割程度であった。 

【警戒区域の設定】 
・長崎県知事はこれ以上被害を拡大させな
いために、法的強制力を持つ警戒区域の設
定を要請してきた。島原市は、市街地に警
戒区域を設定することは、市民の生活や経
済活動への影響が大き過ぎるとして難色
を示していた。結局、国・県が支援すると
の約束で、警戒区域を設定した。市街地に
警戒区域が設定されたのは、これが最初の
事例である。 

・島原市は６月７日に警戒区域を設定し、
死者が発生していない隣の深江町は１日
遅れの６月８日に警戒区域が設定され、立
入り制限を行った。実際に被害を受けた島
原市とそうでない深江町で対応に温度差
があった。 

・６月８日の 19 時 51 分、６月３日を上回
る規模の火砕流が発生した。火砕流に伴う熱風の範囲が（右の）地図上に黄色く
塗られたエリアであり、警戒区域が黒線で囲まれたエリアである。数時間ずれて
いたら、大きな被害が発生していたところだった。警戒区域の設定による避難者
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は最大の時で、１万人以上となっていた。 
・最初の警戒区域指定について、９割の人がやむを得ないという回答をしていた。
しかし、警戒区域の指定が長くなるにつれ、農作業などのため、警戒区域内への
立ち入りを望む声が大きくなっていった。 

【火山灰の影響と対応】 
・警戒区域の指定が長期化している中、多
数のメディアがヘリを飛ばして取材を行
おうとしていた。更なる被害を拡大させる
ことがないよう、自衛隊ヘリに一括してメ
ディアを乗せるという対応を試みた。しか
し、火山灰の影響で自衛隊ヘリが警戒区域
内に不時着してしまうという事故も起き
ていた。 

・また、同じ火山灰であっても、溶岩の噴出
の仕方によって火山灰の性質が異なる。桜
島や雲仙岳の火山灰は降雨が染み込む余
地がないため、少量の降雨で土石流が発生
してしていた。一方、新燃岳の火山灰では
少量の降雨では土石流が発生していなか
った。これは新燃岳の火山灰は発泡してい
るため、水が染み込む余地があったからだ
と考えられている。 

・火山灰の影響は、普段の生活や農作物に
対しても大きな影響を与えていた。また除
去も簡単にはいかず廃棄には苦労してい
た。 

 
■災害の教訓・噴火災害の対応の難しさ 
【発生頻度が極めて小さい】 
・火山の噴火は頻繁に起こるものではなく、200 年の時間が経過すると、人々の警
戒心が薄れてしまう。 

【多様な現象】 
・火山の噴火の現象は多様である。雲仙岳で起きた災害も、土石流、山体崩壊、火
砕流と毎回異なっていた。それぞれの現象に応じた防災対応を取らなくてはいけ
ないが、次回の噴火の際にどのような現象が発生するかは現時点では分からない。 

【長期化する噴火災害】 
・台風や豪雨などの災害は一過性であることが多いが、噴火災害は長期間に及ぶ
可能性が高い。災害が長期化すると、地域の経済的損失や生活再建に多くの問題
が生じることになる。 

 
■ジオパークと防災 
【火山都市国際会議】 
・研究者、行政、市民、ボランティアが連携して 2007 年に火山都市国際会議を開催
した。会議は大成功し、参加者からは多くの賞賛を得た。この地域の連携がジオ
パークへの活動のきっかけになった。 
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【火山防災とジオパーク】 
・ジオパークの取組は、その地域の特色やそ
こに住む人々など、地域の魅力を紹介して、
理解を深めると共に、地域の活性化を図っ
ている。 

・「噴火時等の避難に係る火山防災体制の指
針」(平成 20 年３月)でも、火山との共生に
触れている。観光客への普及啓発、観光事業
者の役割、観光ガイド等の人材の育成とあ
る。普段ジオパークの活動に取り組んでい
る方々は、いざという時の防災リーダーと
なる人々である。ジオパークの活動・理念は
火山防災体制の指針でうたわれているもの
と一致している。 

 

■御嶽山噴火 

【噴火時の緊急対応】 
・長野県伊那市でジオパークの全国大会の最
中に噴火を知り、木曽町と王滝村に向かっ
た。 

・平成 25 年の９月に火山防災エキスパートと
して講演活動を実施しており、防災担当者
と「顔の見える関係」が作られていた。 

・現地対策本部にて、情報の収集・共有が重要
であること、対応が長期間に及ぶことなど
を助言。 

・木曽町と王滝村で情報の共有が上手くでき
ていなかった。また、火山の活動の情報を上
手く得られず、山小屋に情報を提供するこ
とが出来ていなかった。 

・各機関の支援が入る前の初動期には、各自
治体の迅速な対応が重要である。そのため
には平常時から協議会で初動期の対応を検
討しておく必要がある。 

・緊急時の活動を二次被害無く実施するには、
リアルタイムの火山活動の情報が必要不可
欠である。火山活動の情報を的確に得られ
る体制を構築しておく必要がある。 

・1991 年の雲仙岳の噴火時にも、自衛隊によ
る救出活動の計画が立てられていたが、直
前の火山活動の観測によって、中止すると
いう対応がとられていた。 

・戦後最悪と言われる御嶽山の噴火は、紅葉
シーズンの土曜日の昼食時間という、悪い条件が整っていたため発生した。これ
がもし、児童・生徒の遠足の時期・時間であれば、被害がもっと大きかった可能
性もある。 
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【噴火予知の難しさ】 
・2000 年の有珠山の噴火は予知が成功し、事
前の避難が行われた。一般の方は全ての火
山がそのように対応できると誤解してい
ることが多い。 

・しかし、実際は噴火の予知が出来る火山が
非常に限られており、警報や警戒レベルと
いった火山情報には限界がある。一般の方
にも、このよう実情であることを認識して
もらう必要がある。 

・また、これまでの火山防災は地域住民の避
難対策が重点的に行われていた 2014 年の
御嶽山の噴火では多くの登山者が死傷したことを踏まえ、現在は登山者・観光客
の火山防災対策が進められている。 

■まとめ 

【火山に対する理解】 
・人々はなぜ、危険な火山地帯に住むのか。それは、温泉、湧水、農産物、景観な
ど火山によってもたらされる、豊かな大地の恵みがあるからである。 

・しかしながら、その地域に住む人々は度々災害に見舞われる。また災害は思わぬ
時にやってくる。そのため、住人はもちろん、登山者・観光客も火山をよく知り、
身を守るための知識を持つ必要がある。常日頃から火山の麓に暮らすためには、
火山というものがどういうものかよく知っておくことが必要である。 

【顔の見える関係】 
・また、災害対応において最終的な意思決定は
首長が行わなければならない。しかし、適切
な判断を行うことは困難なことである。特
に、発生頻度の小さい噴火災害ではより一
層困難なものとなる。首長が適切に意思決
定を行うためには、火山活動などの情報を
収集・整理し、情報提供と助言を行う必要が
ある。 

・そのためには平常時から火山防災協議会な
どで「顔の見える関係」を構築・維持してい
かなければならない。 

【情報公開と共有】 
・災害時に、住民の方のなどの過剰な反応を防
ぐためには、「分かっていること」「分かって
いないこと」を公開し、理解してもらう必要
がある。 

・一般の方に災害時の情報を十分に理解して
もらうためには、コーディネーターが必要で
ある。専門用語や火山活動のデータを、一般
の方に分かりやすく伝えることのできる「つ
なぎ役」を地域で育成・確保していくことが
重要である。 
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§2 講演概要（火山災害対応経験者・横山氏） 

■新燃岳（霧島山）噴火 
【宮崎県高原町と新燃岳噴火の概要】 
・高原町は宮崎県南西部に位置し、宮崎県都城
市や小林市、また霧島火山群を挟んで鹿児
島県霧島市に隣接している。人口約９千人
で、畜産業を主軸とした農業が基幹産業で
ある。 

・新燃岳は、宮崎県と鹿児島県の境に位置する
霧島火山群の１つで、火山活動を続けてい
る火山である。 

・噴火前の新燃岳は景色も良く、縦走コースが
あり火口近くまで多くの登山客が訪れてい
た。噴火後は周辺の木々は枯れ、多数の噴石
が飛散している。 

■噴火時の初期対応 
【高原町災害対策本部の活動】 
・災害対策本部を設置する１週間前、１月 19
日から噴火が始まっており、都城市では多
い所で１cm 以上の降灰が積もっていた。高
原町は風向きの関係で、降灰は無かったが、
今後の対応の準備のため、現地に職員を派
遣し、状況の確認に努めていた。 

・１月 26 日の噴火が発生した後、直ちに災害
対策本部を設置し、すぐに対応を行った。１
月 26 日には本部会議が３回行われ、この時
の会議では既に自主避難したいという住民
の声が挙がっており、避難所となる施設の
検討などを始めていた。 

・行政区の区長や議員との合同会議を開催し、
避難や災害対応についての検討を行った。 

【自主避難の対応】 
・地響き、火映、火山雷、空振などの現象が続
き、住民は地元の公民館に集まっていた。そ
の不安を早急に解消するべく、深夜であっ
たが、１月 27 日の２時 35 分頃に自主避難
所を開設した。３時 20 分には９世帯 14 名
が自主避難を行った。 

・自主避難所には、冷暖房、畳部屋、調理室な
どの設備が充実している、役場近くの「総合
保健福祉センター」を選定した。 

・１月 27 日 13 時 30 分には、山麓の８つの行
政区の区長に対して説明会を開き、火山活
動の状況を説明するとともに、自主避難希
望者の把握を依頼した。 

・山麓の８行政区に対しては、全世帯に噴火警
戒レベルの引き上げと避難に関する説明を広報した。その際、確実に内容を伝え
るために、チラシの全戸配布を実施した。 
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・また、鹿児島大学の井村先生によって、火山活動の状況や、自主避難希望者への
対応などについて、説明会を実施して頂いたり、助言をいただいたりした。 

 
■避難勧告 
【１月 30 日避難勧告発令】 
・1 月 30 日 21 時 55 分に、宮崎県から「溶岩
ドームが直径 90m から 500m に成長し、火砕
流発生のおそれがある。レベル３から４に引
き上げるかどうかの検討に入った」という連
絡を受け、22 時 50 分に災害対策本部会議を
開催し、避難勧告の具体的な区域の検討を行
った。 

・山麓の８つの行政区の区長に火山の活動状
況などを説明し、区長の意向と、すでに自主
的な避難者が発生していたことも踏まえ、23
時 50 分に避難勧告を発令した。 

・避難勧告発令区域の検討には、平成 21 年に
霧島山を囲む鹿児島県の２市１町と宮崎県
の３市１町で構成する「環霧島会議」で作成
したハザードマップを用いた。 

・避難勧告の区域は安全側にみて、火砕サージ
などのハザードが想定される範囲より若干
広い範囲に区域を設定した。 

・避難勧告発令時には消防団と警察と連携を
図り、広報活動と避難の確認を行った。また、
勧告発令後には治安維持のため、区域内の巡
回活動を行った。 

【噴火警戒レベル３での避難勧告発令】 
・噴火警戒レベル３での高原町の避難勧告の発令の判断に関して、様々な意見が出
された。町民の生命・身体を第一に考えて、危険な状況に至る前に対応するとい
うのが町の判断であった。 

・噴火から３年後の平成 26 年の新聞記事では、東京大学の中田先生は、独自に避難
勧告を発令した高原町の判断は適切だったとコメントしている。 

【住民の避難対応】 
・避難勧告発令時に、円滑に住民避難対応が
行えた要因として、日頃から行政区の区長
が町と住民のパイプ役を担っていたとい
うことがある。毎月２回、役場で区長会が
開催され、町から伝達事項などが配布さ
れ、また各地区からの要望などが町に提出
される仕組みになっている。 

・勧告発令は真夜中であったが、事前に避難
勧告に関する広報を行っていたこと、行政
区の区長や消防団や広域消防などが誘導
を行ったことによって１人のケガもなく
避難が完了した。 

・総合保健福祉センターほほえみ館の神武ホールなどに 612 名の町民が避難した。 
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【家畜避難】 
・高原町は畜産業が基幹産業であり、家畜の
避難対応は重要な課題であった。避難勧
告発令以前から、畜産農家からは、家畜避
難の要望が出ていたため、検討は進めら
れていた。 

・夜中ではあったが、避難勧告発令後すぐの
１月 31 日０時 20 分から町の畜産関係部
署と JA 関係者等が家畜の移動方法、移動
先について協議を行った。 

・７時 30 頃から約半日かけて、305 頭の牛
を小林市の牧場などに避難させた。 

【マスコミ対応】 
・マスコミの中にインフルエンザにり患した方がいたこともあり、避難所へのマス
コミの立ち入りは一切禁止した。 

・町からのマスコミへの情報提供は、役場内に控室を設け、そこで午前と午後に記
者会見を行い、マスコミへの取材対応の負担を軽減した。 

・また、記者会見などの際は紙資料を配布し、誤った情報が流れないようにした。 
 
■噴火時の様々な支援 
【リエゾンの配置・テレビ会議システムの
設置】 

・国土交通省や宮崎県からリエゾンが派遣
されたことにより、迅速正確な情報の提
供を受けるとともに、高原町の状況や要
望などについて対応していただいた。 

・高原町役場にテレビ会議システムを設置
していただいたたことにより、関係機関
等との協議を円滑に行うことが出来るよ
うになった。 

【長崎県島原市職員による支援】 
・２月１日に雲仙普賢岳噴火災害を経験さ
れた長崎県島原市の職員２名が来町さ
れ、避難所運営や降灰処理対策、ボランテ
ィアセンター運営、マスコミ対策等に関
する助言をいただいた。噴火災害に対し
て全く経験がなかったため、この助言は
本当に役立った。 

・また、降灰袋と呼ばれる火山灰の処理のた
めのビニール袋を約３万１千枚寄贈いた
だいた。 

【避難所運営への支援】 
・ほほえみ館での避難所運営時にも様々な
支援をいただいた。医師会や看護師会、隣接市町村などからもスタッフを派遣い
ただき、湿度対策や手洗い指導などの衛生面の対応をしっかりと行うことができ
た。そのおかげで、避難者からインフルエンザにり患する方はいなかった。 

・当時新潟県長岡市内にあった防災用品の会社から、仮設風呂の設置の支援をいた
だいた。入浴施設が整備されているということは精神衛生上非常に重要で、避難
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者の方にも大変好評であった。 
【降灰の除去に関する支援】 
・公道に積もった火山灰はロードスイーパー
で除去作業を実施したが、住宅の屋根など
の除去は住民で実施していた。しかし、高
齢者世帯などは自ら作業を行うことができ
ず、また降灰量が非常に多く、各世帯から
出された降灰袋を回収して回るのに苦労し
ていた。 

・そこで、、高齢者世帯の降灰除去や、公共施
設敷地の除去作業、各家庭から出された降
灰袋の回収などをボランティアの方に手伝
って頂いた。 

・ボランティアの受入について全くノウハウがなかったため、ボランティアセンタ
ーの立ち上げは、災害発生から１週間後の２月７日になってしまった。宮崎県社
会福祉協議会の支援を受けて、センターを立
ち上げ、ボランティアの方の受入や活動場所
への移動手段の手配などに対応した。 

【支援物資】 
・噴火後には、全国から心温まる多くの支援物
資をいただいた。そのすぐ後に発生した東日
本大震災の際には、義援物資の一部を東北地
方に送り、感謝の気持ちを返そうと考えた。 

 
■避難勧告の解除 
【２月５日一部解除から２月 15 日の全面解除
まで】 

・２月３日の火山噴火予知連拡大幹事会の検討結果を受け、２月５日に一部地域の
避難勧告が解除されました。しかし、火砕サージ（熱風）の危険が高いとされた
区域の 27 世帯 73 名の町民は引き続き避難
生活を継続した。 

・高原町内の５つの小・中学校には、全児童・
生徒にヘルメットを配布し、着用して登校
させていた。新燃岳の麓にある狭野（さの）
小学校は１月 31 日から休校であったが、２
月 14 日から授業が再開された。 

・２月 15 日の噴火予知連絡会の検討結果を受
けて、同日 19 時 30 分に避難勧告の全面解
除がなされた。長い方で約３週間の避難生
活を送っていた。 

 
■災害に備えて 
【砂防事業】 
・避難勧告は解除されたが、山腹に降灰が堆積していたため、土石流への警戒をし
なければならなかった。土石流のための避難勧告の発令基準は、最初の２月 10 日
の時点では時間雨量 4mm で設定していたが、その後の降雨と土石流の発生状況を
考慮して、６回見直しが行われた。 
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・広報誌にはハザードマップや噴火現象の解
説、避難箇所などを掲載し、土石流への備え
について、住民への周知を行った。 

・ハード面の対策として、流木捕捉用の鋼製牛
枠の設置、回収した火山灰を有効活用した土
石流危険渓流への土嚢の設置、砂防ダムの緊
急除去作業などが、国土交通省や宮崎県によ
り行われた。 

【情報収集・伝達体制の整備】 
・気象庁により、役場内に臨時の雨量計が設置
され、また国土交通省により、新燃岳や危険
渓流のライブ映像見ることができるように
なり、監視観測体制・情報収集の体制が整備
された。 

・また、緊急時の情報伝達を円滑に行うため
に、土石流の危険の高い家庭には個別受信機
を設置し、役場内には緊急的に FM 局を開局
した。 

・多くの方が集まる公園には屋外拡声器や避
難壕の設置を行っており、避難経路も整備し
ていく予定である。 

【避難施設緊急整備計画・噴火時の避難計画】 
・平成 23 年 10 月に避難施設についての計画策定され、計画に基づいて、建物の耐
火、避難壕の設置、避難道路の整備などが実施されている。 

・「霧島山（新燃岳）の噴火活動が活発化した場合の避難計画」の策定の際には政府
支援チームの助言を頂いた。 

【防災意識の高揚・防災教育】 
・降灰後の土石流が懸念されていた時期には、
防災意識の高揚のため、有識者や行政機関職
員による講演会を開催した。「防災に学ぶ講
演会 in たかはる」と題した講演会の会場は
超満員となり、住民の意識高揚に役立った 

・噴火が落ち着いてからは噴火時の経験を風
化させないよう、児童・生徒の防災教育活動
を実施している。噴火の１年後に「新燃岳噴
火 百人の記録」という子どもたちの体験談
を中心とした記録誌をまとめた。また、１月
26 日を「新燃岳を考える日」と定めて、毎年、
防災を考える授業を行っている。 

・定例の区長会では、宮崎地方気象台の方による研修会を実施している。火山の活
動状況の共有や、防災に関する行政文書の配布を行い、火山に対する理解を深め
ている。 

・また、避難勧告区域を対象とした防災訓練や、鹿児島大学の井村先生による霧島
火山の講演会を行い、防災意識の高揚を図っている。 

■復興に向けて 
【特産品の開発】 
・新燃岳の噴火後には、様々な特産品の開発を行って、復興に向けて取り組んでい
る。地元の肉屋さんでは、やっかいものであった火山灰を利用し、灰干し肉の加
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工開発が行われた。 
・農事組合法人では、栽培から加工まで一貫生
産した焼酎やビール、清酒を生産・販売し６
次産業化を行っている。 

【レベル２への引き下げ】 
・平成 25 年 10 月 22 日に、２年９ヶ月ぶりに
噴火警戒レベルが２に引き下げられ、11 月
１日には高原町災害対策本部も災害警戒本
部に移行し、規制範囲も新燃岳火口から 1km
に縮小された。 

・レベル２への引き下げは、噴火災害の終息に
向けての１つの通過点であり、警戒は緩める
ことなく、復興への取組を進めていくつもり
である。 

 
■2011 年新燃岳噴火の教訓（まとめ） 
【自然との共生（恵みと災害）】 
・新燃岳をはじめとする霧島山からの豊富な
水が地域の農林水産業を発展させ、温泉は観
光資源となっていたということを改めて認
識した。 

・しかし、今回の噴火のように、災害に見舞わ
れるリスクがあるということも認識しておく必要がある。特に、降灰については、
高原町のように近接した地域だけでなく、広範囲に影響を及ぼすこともある。 

【300 年前との遭遇】 
・新燃岳の 300 年の噴火災害の記録は神社に残っていた。次の噴火が何年後、何 10
年後、何 100 年後になるかは分からないが、噴火災害に備えるために、防災への
意識を維持・継続しておく必要がある。 

【地域住民への情報の重要性（収集・伝達）】 
・地域住民の方への情報の伝達は非常に重要だと再認識した。あらゆる手段を用い
て、迅速かつ適切に情報を提供しなければならない。 

【関係機関との連携】 
・迅速かつ適切な情報提供を行うためには、国
土交通省や気象台からの情報提供が不可欠
である。噴火前は県を経由して情報が届くこ
とが通常であった。噴火以降は町に直接情報
共有されるようになった。その他にも、自衛
隊や消防、警察など関係機関とは連携を十分
に行える体制を構築しておく必要がある。 

【未来への贈り物】 
・地元高原町とその他の全国の火山地域に、噴
火時の対応の記録や教訓を後世に伝えるこ
とが、使命と責任であると認識している。噴火に対する認識や教訓を風化させな
いよう、様々な努力を継続してく必要がある。 
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■参加者からの質問 

【一般の方の質問】 
 妙高山の標高データが以前より 8m 高くなっていた。妙高山の火山活動の状況につ

いて教えていただきたい。 
 

【県防災部局回答】 
 新潟焼山と同様に妙高山についても、火山防災協議会に参画していただいている

専門家の先生と連携して対応していきたいと考えている。 
【早津先生（妙高火山研究所）回答】 
 標高については、三角点から山頂へと、計測地点の変更があったからである。妙高

山の火山活動については、大きなマグマ噴火は約5000年前である。水蒸気噴火は、
その後も確認されており、最も新しいもので 1400 年前に噴火が発生している。新
潟焼山に比較すると現在の活動度は低いと言える。 

 
 

【県防災部局の質問】 
 新潟焼山の登山者の安全対策、住民の避難計画については現在進めているところ

である。現状で降灰対策について何か対応しておくべきことがあれば教えていた
だきたい。 

【杉本委員回答】 
 火山灰の処理は道路については自治体などが、住宅などは住民が除去回収してい

くことになる。回収後はその処理もが問題となる。雲仙岳噴火時は、海や近隣自治
体に運び埋め立て処理をしていたが、降灰が長期間に及ぶと費用も莫大になって
しまう。今の段階では、近隣に埋め立て処理を行えるスペースがあるか、無い場合
はどこに運搬するかを検討しておくことが可能かと考える。また住民の方は、「自
分達も降灰処理を行う必要がある」という心構えを持っておく必要がある。 

【横山氏回答】 
 高原町では新燃岳の降灰は大規模な処理施設が準備できた。隣接している宮崎県

都城市では個人の山などに埋め立てるなど対応したと聞いている。予め降灰を捨
てる場所を考えておくことも重要であると思う。 
 

【一般の方の質問】 
 ニュースなどで、火砕流は非常に速度が速いと聞いている。火砕流について、経験

された実感をお聞きしたい。 
【杉本委員回答】 
 雲仙岳噴火時に発生した火砕流は、時速 100km を越えていた。現場で実際に見た

時も本当に速いスピードであったと記憶している。大火砕流の際に亡くなった方
のビデオカメラが 14 年後に発見され、その記録では、撮影者が逃げた様子がなか
った。発生してから逃げる時間がほとんどなかったからだと思われる。火砕流から
身を守るには、発生する前に避難しておくことが絶対に必要である。 

 
 
  



- 15 - 

＜活動の様子＞ 


